
小

茅

各所属長　様

公共高第3　3　8号

平成11年2月12日

公立学校共済組合高知支部長

公立学校共済組合貸付規程の一部改正について（通知）

このことについて、平成11年2月1日付け公本保第110の4号で公立学校共済組合理事長

から、別添のとおり通知がありましたので、職員への周知等よろしくお願いします。

なお、今回の改正の要点は、下記のとおりです。

記

大蔵省資金運用部預託金利率（以下「預託金利率」という。）が、年5・25％を下回っている

期間については、段階的に貸付利率を変動させる特例利率を適用してきたところです。

平成11年4月1日から、この預託金利率が「年2．25％以下」の期間についての貸付利率を

新たに設定するよう貸付規程が改正されました。

（年利表示）

特　　 例　 ■．利 ‾　 ＿率

預 託 金 利 率

貸 付 種 別

4 ． 7 5 ％超 4 ．2 5 ％超 3． 7 5 ％超 3．2 5 ％超 2 ． 7 5 ％超 2 ．2 5 ％超

2． 2 5 ％以下5．2 5 ％以下 4 ．7 5 ％以下 4 ． 2 5 ％以下 3． 7 5 ％以下 3 ．2 5 ％以下 2 ．7 5 ％以下

一一般 ・住 宅 ・教 育

医 療 ・結 婚 ・葬 祭

　貸 付 け

5 ． 2 6 9も 4 ． 7 6 ％ 4 ． 2 6 ％ 3 ． 7 6 ％ 3 ． 2 6 ％ 2 ． 7 6 ％ 2 ． 2 6 ％

住 宅 災 害 貸 付 け

災 害 貸 付 け

4 ． 3 8 ％ 3 ． 9 7 1施 3 ． 5 5 ％ 3 ． 1 3 ％ 2 ． 7 2 ％ 2 ． 3 0 ％ 1 ． 8 8 ％

介 護 構 造 部 分

に 係 る 貸 付 け

5 ． 0 0 ％ 4 ． 5 0 ％ 4 ． 0 0 ％ 3 ． 5 0 ％ 3 ． 0 0 ％ 2 ． 5 0 ％ 2 ． 0 0 ％

激 甚 災 害 に よ る

住 宅 災 害 貸 付 け

3 ． 0 0 ％ 2 ． 9 7 ％ 2 ． 5 5 ％ 2 ． 1 3 ％ 1 ． 7 2 ％ 1 ． 7 2 ％ 1 ． 7 2 ％

＊平成11年2月現在は、「2．25％超　2．75％以下」の特例利率が適用されています。



公本保第110の4号

平成11年　2月1日

公立学校共済組合

理事長　野　崎
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公立学校共済組合各支部長　殿

公立学校共済組合貸付規程の一部改正及び当該改正

に伴う事務取扱いについて（通知）
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標記のことについて、公立学校共済組合貸付規程を、別紙1のとおり改

正し、当該改正に伴う事務取扱いを別紙2のとおり定めたので通知します。

担当　保触錮生課貸付係　山室、丸山

TEL O3－5379－7500欄線444、443）

FAX O3－3359－6679
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1別　葦

公
立
学
校
共
済
組
合
貸
付
規
程
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

公
立
学
校
共
済
組
合
貸
付
規
程
　
（
昭
和
三
十
八
年
三
月
一
日
制
定
）
　
の
山
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
十
一
年
二
月
山
　
日

附
則
別
表
　
（
附
則
第
八
項
関
係
）
　
中

公
立
学
校
共
済
組
合
理
事
長

野

　

崎

　

弘

年 年　 年

－

● ●　 ●
七 二

五 五　 五
％ ％　 ％

以 以　 を

下 下 起　ヽ　ス＿

月 月

○

●

○

●

八

八 ○
○

％ ％■

月 月

○

■

○

●

五 九

六 －
⊥ ＿」▼▲ハ ハ
％ ％

月 月

○

●

○

●

六 ○

六 八
L▲フ＼
％ ％

月 月

○

●

○

●

四 四

％ ％

改
め
る
。附

．
則

こ
の
改
正
は
、
平
成
十
一
年
四
月
一
日
　
（
以
下
　
「
実
施
日
」
　
と
い
う
。
）
　
か
ら
実
施
す
る
。



2
　
改
正
後
の
附
則
第
八
項
の
規
定
は
、
実
施
日
前
に
貸
し
付
け
た
も
の
に
係
る
実
施
日
以
後
の
償
遅
期
限
の
日
に
お
け
る
利
息
に
つ
い

て
も
適
用
し
、
実
施
日
前
の
償
還
期
限
の
日
に
お
け
る
利
息
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

3
　
前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
改
正
の
実
施
に
伴
い
必
要
な
経
過
措
置
そ
の
他
必
要
な
事
項
は
、
別
に
定
め
る
。



附
則
別
表
　
（
附
則
第
八
項
関
係
）

改

正

後

年　　　 年 年　　　 年 年　　　 年 年　　　 年 年　　　 年 年　　　 年
贅
金

四 四　　　　 四 五　　　 四
運

七 七 七
●
七 七 七

用
部
預

託
金
利
率

五　　　 五 五　　　 五 五　　　 五 五　　　 五 五　　　 五 五　　　 五
％　　　 ％ ％　　　 ％ ％　　　 ％ ％　　　 ％ ％　　　 ％ ％　　　 ％
以　　　 を 以　　　 を 以　　　 を 以　　　 を 以　　　 を 以　　　 を
下　　　 起 下　　　 起 下　　　 起 下　　　 起 下　　　 起 下　　　 起

スヽ． え え スヽ． え ス．

月 月 月 月 月 月

け 療 一一

に ・ 般
○ ○ ○ ○ ○ ○ 係 結 ・

る 婚 住
貸 及 宅
付 び七 五 九

四

○
○ 六 1ト■■■－■■

五
〇

六

六

八 金 葬 教

の 奴 育
％ ％ 亮 ％ ％ ％ 刀く

利 貸 ・
率 付 医

月 月 月 月 月 月
け 住

に 宅
○ ○ ○ ○ ○ ○ 係 災

る 書
貸 及

九 六 九 六 付　 び

一－－－ 六 C） 五 ○ 五 金　 災
六 六 八 八 八 ○ の　 害
％ ％ ％ ％ ％ ％ 利 賃

率 付

月 月 月 月 月 月
る 介
貸 護

○

●

○ ○ ○ ○ ○ 付 構

金 準

の 部四
〇

八
五
〇

九 一■－ 七
五 六

利 分
率 の

亮
〇
％

六
％ ％

〇
％

六
％

額

に
係

月 月 月 月 月
に に 指
係 よ 定

○ ○ ○ ○ ○ る る 期
貸 住 間

付 宅 中
四 四 七 ・一・・一・・一 四 金　 災　 の

七 ■　七 の　 害　 激

＿■■●．■．】■．■■ 五 五 五 利　　　 甚
％ ％ ％ ％ ％ 率 付 災　け 害
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附
則
別
表
　
（
附
則
第
八
項
関
係
）

改

正

前

年 年　　　 年 年　　　 年 年　　　 年 年　　　 年 年　　　 年
資
金

■・－ 四　　　　 匹】五　　　 四
四 運

七
●　　 七

七 七 七 七
用

都
預

託
金
利

率

五 五　　　 五 五　　　 五 五　　　 五 五　　　 五 五　　　 五
％ ％　　　 ％ ％　　　 ％ ％　　　 ％ ％　　　 ％ ％　　　 ％
以 以　　　 を 以　　　 を 以　　　 を 以　　　 を 以　　　 を

下 下　　　 起 下　　　 超 下　　　 超 下　　　 起 下　　　 起
え え スヽ． ス． ス＿

月 月 月 月 月 月
け 療 一

に ・ 般
○ ○ ○ ○ ○ ○ 係 結 ・

る 婚 住
貸 及 宅
付 び

四
－ 七 五 九
0 ■■－■－ 五 六 八 金　 葬　 教

○ ⊥ ○ ⊥ の　 崇　 育′ヽ ■■■－ ハ ・・■・・■■■■－％ ％ ％ ％ ％ ％ 利 貸 ・
車 付 医

月 月 月 月 月 月
け 住

に 宅
○ （⊃ ○ ○ ○ ○ 係 災

る 害
貸 及

九 ⊥ 九 ＿　」 付　 びハ ■－．・－■・．・－ ハ
－ 六 ○ 五 ○ 五 金　 災

六 六 八 八 八 ○ の　 害
％ ％ ％ ％ ％ ％ 利 貨

車 付

月 月 月 月 月 月
る 介
貸 護

○ ○ ○ ○ ○ ○ 付 構

金 進
の 部四

－－■ ＿一○ 五 九 ．＿＿＿＿－ 七 鵬 利　 分

八 ○ 一■－ 五 六 率　 の
○ ⊥ ○ ＿⊥ 額

′＼ ハ
％ ％ ％ ％ ％ ％ に

係

月 月 月 月 月

に に 指

係 よ 定
○ ○ ○ ○ ○ る る 期

貸 住 間

付 宅 中－ 一 一 － －
四 四 七 － 四 金　 災　 の

－ － 七
－

七 の　 害　 激

－ 五 五 五 利　 貸　 甚
％ ％ ％ ％ ％ 率 付 災　け 害

（
注
）
住
宅
貸
付
け
及
び
住
宅
災
害
貸
付
け
に
係
る
貸
付
金
の
利
率
は
、
当
該
貸
付
金
の
額
か
ら
介
護
構
造
部
分
の
額
を
除
い
た
額
に
係
る
利
率
と
す
る
。



公
立
学
校
共
済
組
合
貸
付
規
程
の
一
部
改
正
要
綱

一
高
額
医
療
貸
付
け
以
外
の
貸
付
け
に
係
る
貸
付
金
の
利
率
の
特
例
に
関
す
る
事
項
（
附
則
第
八
項
関
係
）

附
則
別
表
に
、
資
金
運
用
部
預
託
金
に
付
す
る
利
子
の
利
率
を
定
め
る
政
令
（
昭
和
六
十
二
年
政
令
第
三
十
二
号
）
　
第
一
条
第

六
号
に
掲
げ
る
利
率
（
以
下
　
「
資
金
運
用
部
預
託
金
利
率
」
　
と
い
う
。
）
が
年
二
二
一
五
パ
ー
セ
ン
ト
以
下
で
あ
る
間
に
お
け
る
、

高
額
医
療
貸
付
け
以
外
の
貸
付
け
に
係
る
貸
付
金
の
利
率
を
新
た
に
設
定
し
、
同
表
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
こ
と
と
し
た
こ
と
。

年　　 年 年　　 年 年　　 年 年　　 年 年　　 年 年　　 年
資

金
四 四　　 四 五　　 四

運

七 七
　 ●
七 七 七

●
七

用

部

預

託
金

利

率

五　　 五 五　　 五 五　　 五 五　　 五 五　　 五 五　　 五
％　　 ％ ％　　 ％ ％　　 ％ ％　　 ％ ％　　 ％ ％　　 ％

以　　 を 以　　 を 以　　 を 以　　 を 以　　 を 以　　 を
下　　 組 下　　 超 下　　 起 下　　 超 下　　 超 下　　 起

ス． スヽ． えヽ ■ヽス． ス． え

月 月 月 月 月 月

け 療 一

に ・ 般
（　 ○ （　 0 （　 ○ ′へ　 ○ 八　 〇 ．へ　 ○ 係　 結 ・
年　 ・ 年　 ・ 年 ・ 年　 ・ 年　 ・ 年　 ・ る　 婚　 住

四　 三 四　 三 五　 四 貸　 及　 宅

七　 〇 七 七　 三 ・ 五

二 五

・ 九

七 六
二　 八 付 び ・

金 葬 教六　 〇 ⊥　　　⊥ ⊥　　　　－ 六　 〇 ⊥　　．．＿し ＿」」＿　　　　－ の　 崇　 育ハ　　ノ＼ ハ　　ニ ′＼　ハ ノ＼　ニ
％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ 利　 貸 ・

　ヽJ 　ヽJ 　ヽJ 　　） 、ヽ＿′ 　　） 率　 付　 医

月 月 月 月 月 月

け 住

に 宅
（　 ○ 八　 〇 （　 ○ ．へ　 ○ （　 ○ （　 ○ 係　 災

年 ・ 年 ・ 年 ・ 年 ・ 年 ・ 年 ・ る　 害

一・・・・・・・・▲　　　　　　■一・．■・■ 四　 三 貸　 及

・ 九 ⊥ ・ 九 ⊥ 付　 び′＼ ′ヽ
七　 六 一　 〇 五　 五 九　 〇 三　 五 金　 災

〇　 六 ＿・．－　⊥
－　 ハ

三　 八 五　 八 七　 八 八　 〇 の　 害

％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ 利　 貸

　　） 　ヽJ 　　） ．ヽ＿ノ 　　） 　　） 率　 付

月 月 月 月 月 月

る 介

貸 護

′、　 ○ 八　 〇 （　 ○ ′、 （⊃ （　 ○ （　 ○ 付　 構

年 ・ 年　 ・ 年 ・ 年 年 ・ 年　 ・ 金　 造

－ 四　 三 四　 三 五　 四 の　 都

・　 五 ● － ・　 七 ●　　　　　　　一一・・・一■● l
五　 八 0　 0 五　 一 〇　 三 五　 五 〇　 六 車　 の

〇　 三 0　 0 〇　 六 〇　 三 0　 0 〇　 六 額

％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ に

）

月

）

月

）

月

Jヽ

月

）

月

　　） 　 係

に に 指
係 よ 定

（　 ○ 八　 〇 ′、　 ○ （　 ○ （　 ○ る　 る　 期

年 ・ 年 ・ 年 二 年 ・ 年 ・ 貸 住 間

付 宅 中

・　 四 ・　 四
二　 七

－－ ・　 四 金　 災　 の

七　 三 七　 三 一　 七 五　 二 九　 七 の　 害　 激

三　 五 五　 五 七　 五 利　 貸　 甚

％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ ％　 ％ 牽　 付　 災

　　） 　　　） 　ヽJ ＿ヽ一′ 　　） け　 書



（
注
）
住
宅
貸
付
け
及
び
住
宅
災
害
貸
付
け
に
係
る
貸
付
金
の
利
率
は
、
当
該
貸
付
金
の
額
か
ら
介
護
構
造
部
分
の
額
を
除
い
た
額
に
係
る
利
率
と
す
る
。

二
　
既
貸
付
け
の
未
償
還
元
金
に
係
る
利
率
の
特
例
の
適
用
に
関
す
る
事
項
　
（
改
正
附
則
第
二
項
関
係
）

実
施
日
前
に
貸
し
付
け
た
も
の
に
係
る
実
施
日
以
後
の
利
息
に
つ
い
て
も
、
新
た
に
加
え
ら
れ
た
利
率
の
特
例
を
適
用
す
る
こ

と
と
し
た
こ
と
。

三
　
実
施
時
期
　
（
改
正
附
則
第
一
項
関
係
）

こ
の
改
正
は
、
平
成
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
実
施
す
る
こ
と
と
し
た
こ
と
。



弼　紙　2

高額医療貸付け以外の貸付けに係る貸付利率の特例の改正等

に伴う事務取扱いについて

「公立学校共済組合貸付規捏（昭和38年3月1日制定）」の一部改正（平成11年　月

日改正）に伴う事務処理については、次のとおり取り扱うものとする。また、本取扱いに記載の

ない事項については、平成7年8月29日付け公本福第210の3　2号別紙3中5から7まで及

び9から14までの取扱いに準ずるものとする。

1　対象となる貸付種別

対象となる貸付種別は、一般貸付け、住宅貸付け、教育貸付け、医療貸付け、結婚貸付け、

葬祭貸付け、住宅災害貸付け、災害貸付け及び介護構造部分に係る貸付け（以下「高額医療貸

付け以外の貸付け」という。）とする。

2　対象期間

平成11年4月1日（以下「実施日」という。）から地方公務員等共済組合法施行規程（昭

和3　7年総理府・文部省・自治省令第1号）附則第3条の2に規定する特例期間が終了した日

の属する月の翌月の末日までの間とする。

3　特例利率

（1）前記2の対象期間における特例の貸付利率は、別表に掲げる前々月の末日における資金

運用部預託金に付する利子の利率を定める政令（昭和6　2年政令第3　2号）第1条第6号

に掲げる利率（以下　r預託金利率」という。）の区分に応じた利車（以下「特例利率」と

いう。）とし、計算上は月利を基準とする。

（2）特例利率の適用される期間において預託金利率が改定されたことに伴い、預託金利率の

区分に変動が生じた場合は、当該預託金利率が改定された日の属する月の翌々月の初日

（以下「改定日」という。）から変動後の区分による特例利率（以下「改定後の特例利率」

という。）を通用する。

4　適用対象

平成11年4月以降の特例利率は、次の①及び②の貸付けについて適用する。

①　実施日以降に貸し付ける高額医療貸付け以外の貸付け

②　実施日の前日において兼備連元金を有する高額医療貸付け以外の貸付け（実施日前に即

時償過の事由に該当した者（実施日に組合員資格を喪失した者を含む。）を除く。）

なお、改定後の特例利率の適用については、上記①及び②の「実施日j　を「改定日」と読み

替えるものとする。

5　特例利率に係る賦金串表

新たに設定された特例利率に係る毎月償遭及びボーナス償還の牌金華表は、おって送付する

こととする。


